
ノリ養殖の高度化に関する調査

岩渕 光伸・小谷 正幸•藤井 直幹・渕上 哲

平成8年度の ノリ養殖は， 育苗期はほぼllI即調に推移し

たものの， 秋芽生産期における著し い 高水温によって赤

腐れ病が猛威をふるい， 昭和60年以来の大不作に見舞わ

れた。

冷凍生産で は， 1月下旬に珪藻プランクトンの増殖に

ともなう栄養塩批の減少によって色落ちが発生し， 2月

20日には網の撤去が行われた。 し かし 3月5日から3期

作が開始されて約40％の漁場で 網が張り込まれ， 降雨に

よる栄投塩椛の 一 時的な回復によって品質的にも良い も

のが生産された。 3 期作の生産を加えた冷凍生産枚数は

ほぽ平年並みとなった。

一方全国的な不作のために平均単価 は昨年より高くな

り， 最終的な生産金額は17 2位円余りと昨年を上回った。

方法および資料

1. 気象・海況調査

図1に示した19 点について， 9月から翌年3月まで週

2回昼間満潮時に調査した。 調査項目は， 水温， 比重，

無機三態窒素批（栄養塩屎）， およびプランクトン沈殿

祉である。 無機三態窒索屈は既報 1 の方法により測定し

た。 プランクトン沈殿批は図1の奇数点 およびB点の

9 定点について既報 2 の方法により測定した。

気象汽料は製水省九•J11悶試（筑後市羽犬塚）脊料を用

いた。

2' ノリ生長・病害調査

図1に示した19定点について， 海況調究に合わせてノ

リを採集し， 葉長， 芽付き， 色調 および病害程度につい

て観察した。 病状評価については既報 ” の方法に従っ

t·
‘-0 

3. ノリ生産統計

柳川大川， 大和高田および大牟田共販漁連の共販結果

を用いた。
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図1 ノリ投殖漁場と調査定点

結果および考察

1. 気象・海況調査

1)漁期前

気温：月平均気温は， 7月26.7℃, 8月27.6℃, 9月

23.5℃といずれの月も平年並みであった。

日照時間： 7月， 9月は平年よりも多くなった。 8月は

平年よりもやや少 なかった。

降水量： 7月から9月までの合計は421 mmと平年の 約

60％にとどまった。

水温：月平均水温は， 7月25.8℃, 8月27.6℃, 9月

25.8℃といずれの月も平年並みであった。
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地域先端技術共同研究開発促進事業
-DNA解析等によるアマノリ品種の識別技術の開発一

渕上 哲・岩渕 光伸

近年， ノリ投殖業界では生産の安定化を図るため， 病

害耐性や裔品 質などの形質を持った品種の開発が望まれ

ている。 その一方で， 養殖現場においては非常に多く の

品種名が存在しているが， 系統や品種特性が明らかになっ

ているものは数少ない。また最近 は， バイオテクノロジ一

の応用による品種改良が盛んに行われており， 新たに開

発された品種の 特性を的確に評価するためには， これら

既存の品種の整理を行い， それぞれの品種特性を把握し

ておく 必要がある。 そのためには各品種を確実に識別す

ることが必要であるが， アマノリ類の場合， 菜体の形態

は極めて単純であり． また， 環境による変異も大きいた

め． 外部形態での分類は困難である。 そこで， 魚類や高

等植物の分野では研究が進んでいるDNA多型の解析を

アマノリ類に応用して， 確実に品種を識別する技術の開

発が望まれている。

そこで， 本年度はまず葉体からの効率の良いDNA抽

出法について検討を行った 。 ア マノリ類の 葉体から

DNAを抽出する方法としては， 主に プロトプラスト法

及びCTAB法が用いられているが， 本年度は， 超遠心機

を用いずに純度の高いDNAを抽出することが可能とさ

れる 1) プロトプラスト法について検討した。

材料及び方法

1. 核DNAの抽出

①野外養殖葉体からの抽出

試料には福岡1号． FA8 9, HAの3種を用いた。

野外養殖葉体は， 1 996年10月1日に柳川沖で採苗し．

2 5日間養殖したものを20℃で冷凍保存しておき． 実験

に供した。

核DNAの抽出法は図1に示した。 抽出したDNAは．

アガロー スゲルを用いた電気泳動を行って， その質およ

び収屈を確認した。 収址の確認は． A DNAを濃度マ ー

カ ーとしてバンド濃淡の比較により行った。泳動バッファ ー

はl XTAEを用い， 泳動条件は 5 0 V, 1時間とした。

さらに． RNase処理(100µ g/ml. 37℃, 1~3時間）

を行い． 泳動像の変化を調べた。

②室内培投葉体からの抽出

試料には福岡1号， FA8 9, HAの3種を用いた。

室内培姿葉体は， ビ ー カー内において殻胞子をクレモナ

糸に付着させ， lLの枝付きフラスコを用いて， ESS培

地中で通気培投したものを用いた。 培投条件は， 温度1 8

℃， 照度白色蛍光灯下8000[ ux, 日長周期1 1L:13Dとし

た。 培養期間は， 福岡1号が3 6日間． FA8 9が5 7日間，

HAが46日間であった。

核DNAの抽出法は図1に示した。 抽出したDNAは，

野外妾殖葉体と同様に電気泳動を行って， その質および

収紐を確認した。 さらに． RNase処理を行って泳動像

の変化を調べた。

2. 葉緑体DNAの抽出

試料には福岡1号． FA 8 9, HAの3種を用い． そ

れぞれ野外投殖葉体について検討した。野外養殖葉体は．

核 DNAの抽出に用いたものと同じ試料を用いた。

葉緑体 DNA の 抽出 法 は 図2に示した。 抽出した

DNAは． 核 DNAと同様にアガロ ー スゲルを用いた電

気泳動を行って． その質および収益を確認した。さらに．

RNase処理を行って泳動像の変化を調べた。

結 果

1. 核DNAの抽出

①野外蓑殖葉体からの抽出

実験の結果． 全ての試料からDNAが得られた。 電気

泳動の結果は図3に示した。 福岡1号において泳動像の

乱れがみられたが， FA8 9およびHAではみられなかっ

た。 また． 全ての試料において泳動像がスメアになって

おり． DNAの断片化がみられた。 さらに ， 低分子側に

は大屈のRNAが確認されたが， 図4に示すように，

RNase処理を行った後にはほぼ消滅した。

DNA抽 出批は表1に示し た 。 葉 体lg当た り の

DNA抽出醤はHAが2.1µ gで最も多く ， 次い で 福岡

1号が0.9µg, FAS 9が最も少なく0.2µ gであった。
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水産業関係地域重要新技術開発促進事業
ーノリ登殖生産管理技術に関する研究 一

小谷 正幸・岩渕 光伸•藤井 直幹・ 渕上 哲

この事業はノリ養殖において． 秋芽網生産の阻害因子

であるあかぐされ病について． 疫学的手法によりその動

態を追究し． さらに蛍光抗体法を用いて海水中の菌の検

出技術の開発を行い． これを用いて菌の動態をあわせて

追究する。海水中の菌の動態を精査することにより， 登

殖管理による被害軽減策を検討する。これら生産阻害因

子の動態を把握することで漁場管理の再検討を行う。

事業実施は平成8年度から10年度までの 3ケ年である。

本年度は． 過去のあかぐされ病による病害の発生機序

について整理するとともに， 本年度漁期におけるあかぐ

され病の動態及びモノクロ ー ナル抗体を用いたあかぐさ

れ菌遊走子址の漁場における変動について調査検討を行っ

た。

1. 最近の有明海福岡県地先のノリ養殖におけるあかぐ

され病

有明海福岡県地先で行われているノリ投殖はすべて支

柱式であり． 狭溢な漁場を行使して蓑殖をしているため．

密植の度合いは国内で最も高い。このため水温の高い秋

芽網生産期にはあかぐされ病等の病害は． いったん発生

すると， 桜延の速度が大きいため． すみやかに漁場全域

に拡大し， 大きな被害となることが多い。

有明海福岡県地先のあかぐされ病についてはすでに山

下 1

1, 半田 2

) らの知見がある。ここでは昭和60年度から

平成8年度までの12年間の有明海福岡県地先におけるノ

リ生産と病害について整理し． あかぐされ病による病害

の発生機序を整理した。

資 料

生産址は福岡県柳川大川漁連， 大和 高田漁連および大

牟田漁連の共販結果を用いた。

ノリの病害は昭和60年度から平成8年度までの福岡県

水産海洋技術センター 事業報告によった。

水温と比重は福岡県水産海洋技術センター 有明海研究

所のデ ー タを用いた。

結果および考察

1)生産量の推移と病害の発生状況

表1に昭和60年度から平成8年度までのノリ生産の推

移を示した。

総生産数益は昭和60年度から平成2 年度までは増加し，

平成3 年度から 7 年度までほぼ15俗枚と横ばいし， 8年

度に12.8億枚に減少した。

有明海福岡県地先のノリ生産は11月の秋芽網生産期と

12月以降の冷凍網生産期に大別される。11月の秋芽網生

産期と12月からの冷凍網生産期の間には 1週問程度ノリ

網の撤去期間が設定されている。

秋芽網生産は年変動が大きく， 1.1憶枚から5.4位枚ま

での開きがあった。冷凍網生産は昭和60年度から63年度

までは 9億枚， 平成元年以降は10｛意枚を上回った。

昭和60年度から平成8年度までの秋芽網生産のなかで

3億枚を下回った年度は6回あり， ノリ葉体の流失といっ

た大きな被害をもたらした病害は6回で， 全てあかぐさ

れ病であった。

昭和60年度から平成8年度までの冷凍網生産のなかで，

11億枚を下回った年度は6回みられたが． 生産終了の原

因はこのうち5回が栄養塩低下 による色落ちであり，

1回があかぐされ病であった。

あかぐされ病は秋芽網生産， 冷凍網生産ともにみられ

たがその被害は秋芽網生産期で大きく， 冷凍網生産期で

は必ずしも大きくないことが再確認された。

2)秋芽網生産期におけるあかぐされ病の発生状況

昭和60年度から平成8年度までの採苗日， 冷凍入庫開

始日， あかぐされ菌の初認日， あかぐされ病の経過等を

表2に示した。

採苗日は10月はじめの 1 日から 5 日に集中していた。

冷凍入庫は早い年度では10月23日から始まり， 遅い年度

でも29日には開始された。摘採は生長の良かった平成

8年度には10月29日から始まり， 遅い年度でも11月4日

には開始された。

あかぐされ菌の初認は平成8年が最も早く． 10月24日

に菌が検出されており， 遅くても11月4日には菌が検出
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新品種作出基礎技術開発事業
一顕微交雑を用いたアマノリ類新品種選抜技術の開発一

藤井 直幹

アマノリ類の品種改良は選抜育種が従来から行われて

きた。このため生長のよい品種が選抜され， 収祉の増大

が図られた。 その反面， うまみ． 色調などの品質面なら

びに低塩分耐性等， 生長以外の面を対象とした品種の選

抜． および改良は現在のところ行われていない。そこで．

本事業では色素変異体を用いた交雑技術の開発． 養殖品

種を用いた低塩分耐性株の作出を行い， 高品質 品種作出

技術を開発することを目的とした。

方 法

,. 色素変異体を用いた交雑試験

地先海水十ESS 培地で通気培養した25日令のナラワ赤

芽． 40日令のナラワ緑芽の葉体縁辺部をそれぞれ5mm

角に切り取り ， 1 枚ずつ抱き合わせ100µ mのミュラ ー

ガー ゼで挟み固定した後2 lピ ーカ ー で通気培蓑(100

ml/min)を行い成熟化を待った。 両品種の成熟化が確

認され果胞子の放出が始まった時点で， 両品種の葉体切

片を栄養補強海水を入れたシャー レ， およびカキ殻上に

移した。

上記と同じ材料の葉体の縁辺部をメスを用いてそれぞ

れ 1 mm四方の大きさに切り出し， 1枚ずつ抱き合わせ

アガロ ー ス濃度を3.6％に調整したSWM-III改変培地

を重思したシャ ー レ中で静置培養を行った（サンプル数

58)． 培地には抗生物質ペニシリンGカリウム （濃度

O.Olmg/ml)を添加した。 培養条件は温度18℃， 照度

白色蛍光灯下5000l ux, 日長周期llL : 13Dとした。 ゲ

ル中で成熟化が確認された後， 両品種の葉体切片を栄妥

補強海水を入れたシャー レに移した。

2. 交雑種作出のための供試品種の特性把握

ナラワ赤芽， ナラワ緑芽の葉体を試料としてポリアク

リルアミドゲル電気泳動法によりアイソザイム分析を行っ
tヽ

-o 

水分を除いた葉体に葉体湿重屈の4倍批の0.2Mショ

糖溶液を加え乳鉢ですりつぶし， 遠心分離後得た上消を

分子画10,000のセントリカットで濃縮し， 泳動用試料と

した。7.5 ％の分離ゲルに10µ Iの試料を涼加しBPBを

マーカーとして150V · 20mAで約3 時問泳動後， ゲル

の染色を行った。

3. 低塩分耐性株の作出

低塩分条件下で個体選抜を行ったふくおか 1号， オオ

バグリ ーンの選抜株（低塩分耐性株）を用いて低塩分培

地で培養試験を行った。

培養海水はジャマリンUを基本海水とし， 蒸留水を

用いて7 : 3に希釈したSWM-ill改変培地（塩分は20

~22)を用い． 1 lフラスコで通気培養(lOOml/min)

を行った。培養条件は温度18℃． 照度白色蛍光灯下8000

l ux 日長周期llL:13Dとした。採苗基質にはクレモナ

糸を用い， 採苗後15日目にノリ芽を採苗碁質から分離，

培姿した。培地の交換は7日毎に行った。 試験の対照区

としてふくおか1号元株とオオバグリ ーン元株を同じ条

件下で培投試験を行った。

採苗後30日目， 両品種の選抜株と元株の高生長を示し

た上位5個体の最大葉長． 最大葉幅を測定した。

結 果

1. 色素変異体を用いた交雑試験

シャー レに移した7枚のナラワ赤芽の母藻から14個体，

6枚のナラワ緑芽の母藻から114個体の糸状体を得た。

カキ殻上に移した11枚のナラワ赤芽の母藻から5個体．

11枚のナラワ緑芽の母藻からは糸状体を得ることは出来

なかった。シャー レ中の114個体の結果， カキ殻上に移

したナラワ赤芽の母藻から得た5個体のうち1 糸状体は

親株と色調が異なった。 この糸状体は交雑体であると考

えられた。

2, 交雑種作出のための供試品種の特性把握

ゲルの染色の結果を図1に示した。 ナラ ワ赤芽は

GDHで移動度が早く酵素活性も高かった。 ナラワ緑芽

は ADH, MDHで移動度が早く酵素活性も高かった。

MEはナラワ赤芽， ナラワ緑芽で移動度に差は見られな

かったが酵素活性はナラワ緑芽の方が高かった。
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有明海沿岸漁業総合振興対策事業

小谷正幸・岩渕光伸•藤井直幹・ 渕上 哲・ 山本千裕・ 山下耀昌

福岡県有明海区においては．10月から3月にかけて支

柱式によるノリ養殖業が盛んに行われ， 全国有数の生産

地となっている。養殖技術の向上により， 近年， 生産数

屈は15億枚前後と安定してきているが． ここ数年の平均

単価の低迷により生産金額は1601慈円前後で頭打ち状態

であり， 漁家経営が圧迫されてきている。

漁業免許面積は， 昭和58年以降4,0 15ha (22,210.5小

間：小間はノリ登殖区画の単位で．広さは20間XlO間）

と変化していないが．漁業免許内沖側は地盤の低下等に

より水深が深すぎるため， 現行の支柱式姜殖が行えない．

または， 支柱の打ち込み作業が非常に困難である漁場が

あり， 海区全体として漁場価値が低下している。

また． 他種漁業との調整問題や沖側は水深が深いこと

等から現在の漁場の沖側に支柱式養殖漁場を拡大するこ

とは非常に困難である。

また， 労働条件は10月下旬から 2月にかけて行われる

夜間の摘採作業に代表されるように非常に厳しい。特に．

漁期前の 8月から9月の猛暑の中行われる支柱の打ち込

み作業及び漁期終了後行われる撤去作業は． 過酷である。

今回実施した調査は． 現行の免許漁場内で．水深が深

いため支柱式養殖漁場としての価値が低下している沖側

漁場において． 支柱式養殖方式の生産性・作業性を維持

しつ つ， 労働負担が軽く， 低コストで当海区に適した新

支柱式養殖方式（支柱の少数化）の開発を目的として．

養殖導入試験を実施した。

養殖施設の設置及び試験網の管理は． 有明海漁業協同

組合連合会に委託し． 調査は有明海研究所が実施した。

方 法

1. 施設の概要

(1) 設計経過

支柱の材質及び形状（長さ及び地盤に埋設する深さ）

を決定するため． 支柱に作用する荷璽について検討した。

潮流により常時ノリ網に作用する荷重は． 網当たり65

kg, ノリ網 1枚に働く波力は149kgであり． 杭に作用す

る荷重は通常時1.1トン． 波浪時1.7トンが求められ． 杭

にかかる外力は定常ではないために全荷重を支柱 1本で

耐えるように設計した。 その結果， ノリ網10枚を支え

るには長さ21m, 外径318.5mmの鋼製支柱を 4角に配囮

し， 7.5m根入れすることとした。

(2) 試験位置

施設は， 図1に示したと おり， 試験区A, 試験区B

を設け， A区には 1基， B区には隣り合わせに2基(B-

1 ,  8- 2)の計3基を設骰した。 また， 沖側の支柱式

養殖漁場を対照区とした。

支柱設阻作業は， 工事船を用いて表1のとおり実施さ

れた。支柱打ち込み作業はA区は 一 日半， B区は二日

半それぞれ要した。 工事船の曳航． 固定から支柱打ち込

み作業． 撤去， 曳航まで全体工事は五日半を要した。

二
丁

図1 施設設骰位骰
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海面養殖業高度化推進対策事業
ー有明海ノリ養殖業活性化促進事業 一

岩渕 光伸•藤井

本県有明海におけるノリ生産額は約180億円にもおよ

び， 単一漁業としては本県最大であるばかりでなく， 全

国的にみてもノリの主産地として重要な地位を占めてい

る。

ところが養殖に要する経跨は年々増加する一方で， ノ

リの価格はノリ徒殖が盛んになった昭和30年代と変わっ

ていないだけでなく， 有明海における支柱養殖特有の過

酷な労働体系が後継者の参入を拒み， 経営体数は減少の

一途をたどっている。

本事業ではこのような状況を打開しノリ投殖業が抱え

る問題点を解決するため， 生産コストの低減ならびに労

働条件の改善を目指した方策を検討するものである。 当

研究所では品質の向上を図るための乾燥加工条件の改善

を目指した調査と指琳， ならびにコストの削減， 労働の

軽減および漁村環境の改善を図るための加工排水処理技

術の開発について検討を加えた。

前 面 図

1. 

直幹

ノリ加工の乾燥技術改善

方

品質の高い製品ができなくて困っているという生産者

の要請に基づき， 図1に示した乾燥加工小屋内外の10~

15点程度の乾球温度． 湿球温度， 相対湿度， 絶対湿度

等を調査する事によって． 乾燥条件の不良箇所および乾

燥小屋の構造上の欠陥を明らかにし． 乾燥加工工程の改

善を図った。 なお絶対湿度は． 湿り空気線図から求めた。

漁期中多くの調査依頼があったが， 実際に調査を行え

たのは11件であった。 これらの乾燥場の調査依頼理由と

および改善策についてまとめたのが表1であ調査結果．

結

上 面

法

果

る。

調査依頼理由としては， 製品がくもるというものが最

も多く9件であり， 残りの2件が割れるというものであっ
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図1 乾燥加工小屋の温湿度測定位置（▼印）矢印は風の流れ
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エツ資源増殖技術開発事業

松田正彦・石田祐幸·上田拓・林宗徳

,.卵稚仔調査

方 法

平成8年5月から9月にかけて筑後川における6 定

点において，ネット曳きによる卵稚仔の定品採楳調査を

行った。

結果及び考察

エツの産卵盛期は6月中旬から7月上旬にかけてとい

う知見が得られているが，本年はこの時期に調壺予定日

の天候不1頓等により調査できなかった。このためこの産

卵盛期をはずした調査結果から総産卵乱は3億8千万粒

と見積もられたが．産卵盛期後のエツ稚魚の出現拭や水

査源公団の調査結果を加えて平成 8 年度の総産卵拙を推

定すれば．前年井みの 2 0億粒前後であったと考えられ

る。

2.海域におけるエッ生態調査

方 法

海域におけるさまざまな漁業種類でエツが混獲される

が．これらのエツを調査することにより海域における移

動生態について明らかにすることを目的とした。図1に

示したように筑後川河口部においてしげ網による採渠を

7月末から 1 2月まで，大牟田沖において竹羽瀬網によ

る調査を8月に．佐賀県太良町の竹羽瀬網による調査を

9月， 1 2月， 3月に，大牟田沖におけるえび三重流し

さし網による調査を9月． 1 0月に行った。

結果及び考察

それぞれの漁法で採集されたエツの体長組成を図2に

示した。しげ網では7月と8月には150~ 200mm, 9月

に約100mmのエツが採集されその後． 1 0月末まで同

一群と考えられるエツが採集され続け，多少の成長が見

られたが． 1 1月の調査ではそれまで採集されていたエ

ツよりさらに小さいものが出現した。

大牟田沖の竹羽瀬調査では8月に250~300mmの大型

表1 過去5年間の推定産卵砧

年 推定産卵祉（祉）

平成4年 2, 241Xl0' 
平成5年 2, 542Xl0' 
平成6年 519Xl0' 
平成7年 2, 587X10' 
平成8年 2, OOOXIO' 

J
-

馴
’ ~ 福岡県

竹羽瀬（大牟用沖）：］い
, h. 

9 

/
‘―

--·\、‘｀ へ。 •
、 竹羽瀬：太良町）.,,,,邑恩ご〉圭ぐ\

竹崎島―
＝里流しさし網

アー、 /ヘ--、

図1 調査点および漁法

群が主体であった。

太良町の竹羽瀬調査では9月～1 1月に200- 250mm,

1 2月には100-300mm, 3月は100~ 150mmと200-3

00mmのエツが採集された。大牟田沖のえび三重流しさ

し網では9月， 1 0月にほぼ200~ 250mmのエツが採楳

された。

しげ網で9月以降採集されたエツは当歳魚と考えられ，

太良町の竹羽瀬に当歳魚と考えられるエツが出現したの

は1 2月であったことから9月以降当歳魚が海域へ出て，
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アサリ資源培養管理適正化方式策定事業

上田 拓•石田祐幸・松田正彦

有明海福岡県地先は， 全国的に有数なアサリの生産地

である。しかしながら， 近年アサリの漁獲砿は減少傾向

にあり， また翌凶の差が激しく漁獲は非常に不安定であ

る。

過去2カ年の試験によって， 小型の稚貝を採集する技

術は確立することができ， 得られた稚貝を陸上施設等で

保護育成する事により， 急激な環境変化や害敵による減

耗を押さえ安定的に種苗を供給することが可能であると

思われる。

一方， 稚貝が箔底する時期や場所についてはまだまだ

不明な点が多く， 効率的な天然稚貝の収梨を行うために

もこの点を明らかにしておく必要があると考えられる。

よって本年度は浮遊幼生や稚貝の分布状況について調査．

検討を行った。

方 法

4月にアサリが生息可能と思われる底質の漁場全域に

おいてじよれんを用いた枠取り調査を行い， 得られた行

料を持ち帰り測定を行った。 アサリの産卵時期である

5, 6, 10月に． 全域において北原式プランクトンネッ

トの垂直曳きにより． 二枚貝浮遊幼生の水平分布につい

て調査を行った。

結果および考察

4月11日に行った全域調査の結果を図1に示す。平成

7年の春生まれ群は一部の漁場で確認された。しか しな

がらほとんどの主要漁場では生息密度は低く， 秋生まれ

群は確認できなかった。賓源的にも非常に低レベルであっ

た。

二枚貝浮遊幼生の水平分布について 図2に示す。 この

時期には， 本海域で査源飛の多いマガキ， ホトトギスガ

ィ． サルポウ， コケガラスガイの浮遊幼生は少ない I)

ので． 大部分がアサリ幼生だと考えられる。 5, 6月に

はほぽ全域で分布が見られた。10月の調査時には． 浅海

域において集中的な分布が見られた。稚貝の生息場所と

浮遊幼生の分布には相関関係は見られなかった。

稚貝の採媒を効率的に行うためには， 生殖線の成熟状

況調査や浮遊幼生調査を行い， 舟底時期を予測し着底稚

貝調査を行う必要があると考えられる。

また外部形態により二枚貝浮遊幼生を同定することは

困難であるが， 蛍光抗体法や， 酵素抗体法等の生化学的

方法を用いることにより大祉のサンプルを迅速に処理す

ることが可能である。

文 献

l)吉田 裕：貝類種苗学， 北隆館， 東京， 101-190

(1964)
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図1 平成8年4月11日アサリ査源旅調査
(34号は4 /18に再調査した）

熊本県
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資源管理型漁業推進総合対策事業
一重要甲殻類栽培資源管理手法開発調査（クルマエビ）一

上田 拓•松田正彦・石田祐幸

有明海においてクルマエビは漁業対象種として重要で

あり． 有明海を共有する佐賀， 福岡， 熊本， 長崎の各県

が独自に栽培漁業を展開している。 しかしながら有明海

におけるクルマエビの生態及び漁業実体に関する知見は．

あまり明らかにされていなかった。 本調査では． これら

の4県が統一手法を用いて調究を行い． 将来の共同放流

事業等を含む有明海全域での栽培漁業を展開するための

基礎的事項を明らかにすることを目的とした。

方

1. 漁獲実態調査

標本船調査

げんしき網業者 6名，

法

三重流刺網業者5名に操業日誌

の記帳を依頼し， 漁場利用状況やCPUE ( 1 日1隻あた

りの漁獲揖）等について調杏した。

2. 生態環境調査

1)干潟調査

大牟田海水浴場において， パ ルスエビかき器 を用い月

1 ~ 2回 ， 周年調査を行った。 また， 7月中旬と8月下

旬にクルマエピが生息可能と思われる底質の干渇全域で

調査を行った。 またその際に， クルマエピを採取した地

点で表層5cmをコアサンプリングした後， 飾い分け法

で中央粒径値を， 検知管法で全硫化物低をそれぞれ測定

した。

2)体長測定調査

月 1 ~ 2回の頻度でクルマエビを買い取り，

に関する測定を行った。

体長 等

3. 放流効果調査

金線標識放流追跡調査

大牟田市の陸上水槽に お い て 中間育 成 し た 種苗

105,769尾（平均体長37.0 mm)． 及び， 長崎県松浦市の

中間育成場にて中間育成した種苗16 2,412尾（平均体長

38.9mm)に． Northwest Marine Technology社製の

Binary Coded Wire Tag (22金製のため一 般には金線

標識と呼ばれている。）を装着後． 大牟田地先の海水浴

（

m
エ）

遍
繋
箔

場において7月16~26日にかけて直接放流した。

放流後， 同海水浴場において月2回の頻度でパ ルスエ

ビかき器と小網と呼ばれる手押し網を用いて干潟域での

追跡調査を行った。 9~10月には海水浴場沖合いにお

いて月 2回の頻度で三重流し網を用いて試験操業を行っ

た。 また9月 より月2回の頻度で筑後中部魚市場と大牟

田魚市場において買い取り調査を行い， 合計386 0個体 を

買い取った。

得られた個体については標識確認のため， 計測後すべ

て軟X線撮影を行った。

結果および考察

1 ， 漁獲実態調査

標本船調査

月別の漁獲益t CPUEについて図1に示した。 水温

が上昇する4月より漁獲が始まり， 水温上昇と共に漁獲

址とCPUEは共に増加し9月をビ ー クとして， 減少に

転じ11月でほぼ漁期は終了した。 特に例年に比べると，

6 ~ 7月の漁獲は少なかった。

漁場別漁獲屈の推移について図2に示した。 まず地盤

高が-3 m以浅の浅い漁場である8 での漁獲が始まり，

8月を過ぎるとやや沖合いで水深のある3, 7, 12での

漁獲が増えていくいる様子がうかがえる。 これは， 浅い

ノリ漁場で成長 したエピが， 成長に伴い次第に沖合いヘ

生息場所を変えていったためだと考えられる。
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